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要旨

本稿では、大阪市の実施する「大阪トップランナー育成事業」（以下、TR事業と略称）を分析対象の事例として取り上げ、自治体による中小企業のイノベーション促進政策の方法と効果について考察した。分析フレームワークとして、STI・DUI理論及びソーシャルキャピタル理論を主として用いた。
分析の結果、TR事業は専門家の知識提供、プロジェクトの進行管理ノウハウ、企業内組織の活性化促進、バートレントを中心とするソーシャルキャピタルの提供、信用力の補完などにより、地域企業に対して、試作期間の大幅な短縮化と海外市場の開拓実現という効果を発揮したことが明らかとなった。
中小企業のイノベーション促進政策に関しては、従来、研究開発などハード面の支援が中心だったが、今回の研究結果から、自治体が中心となって地域企業に対してマーケティングなどソフト面の支援を行うことが地域企業の成長につながることが示された。
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